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要 旨 

インド洋沖津波災害後のインドネシアの防災教育の援助協調の展開を事例として援助

協調の形成要件について短期的ミクロ分析をおこなう。このような援助協調の推移が，災

害後の援助機関の協調過程として役割ネットワークによってモデル化をできることを示

す。ステークホルダーのネットワーク化とグループの形成とその後の進展過程を役割ネッ

トワークモデルで定型化し，本事例において援助協調を形成したとみなされることを明ら

かにする。さらに，防災教育コンソーシアムという場を介在して水平的ネットワークと垂

直的ネットワークという条件付予備的協調体制であることを分析する。 
 

キーワード: 援助協調，防災教育，インド洋沖津波，ソーシャル・ネットワーク 
 
 

１．はじめに 
 
約 17 万人もの被害を出したインド洋沖津波災害
後のインドネシアでは，防災教育支援の連携化の展

開に着目すると，被災後から約４年を経て，多くの

ステークホルダーの共同による取り組みが，ジャカ

ルタを中心に活発に行われるようになっていった。

例えば，防災教育コンソーシアムの形成，学校の防

災プログラムの実施，首都圏洪水被害の減災の取り

組み，防災プロジェクトのウェブ上での情報共有

(United Nations Indonesia 3W database )，防災プラット
フォームなど多岐にわたる。 
そのためには Islamic Relief やムハマディア DMC
といったイスラム系 NGO，Church World Serviceとい
ったキリスト教系 NGO，地元の NGO，国際 NGO，
国連，地元大学，受益国の研究機関など人種や宗教，

職種，立場の違いや障害を乗り越えることが必要で

あった。このようなことは他の津波被災国には起き

ていない。一般の援助協調とは異なる協調の現象が，

なぜ少なくともインドネシアでは，実現しているの

か。それもどうして，防災教育に集中して起きてい

るのか。 
本研究では，援助協調の形成要件について短期的

ミクロ分析をおこない，背景と要因を分析する。こ

のような援助の連携の推移が，援助の協調過程とし

てモデル化できることを示す。具体的にはステーク

ホルダーのネットワーク化とグループの形成とその

後の進展過程について役割ネットワークモデル（岡

田, 1997）を援用して定型化し，分析する。本事例分
析を通じて，援助協調が短期的には条件付きで形成

されたとみなされることを示す。さらに政策的課題

について触れる。 
 

２．本研究の基本的な考え方 
 
2.1 援助協調の変遷と現状 
1990 年初期の冷戦終焉後，世界は新しい経済と政

治に順応し，先進国政府の途上国への政府開発援助

政策は転換期を迎え，援助協調の重要性が認識され

るようになった(Rowlands et al., 2000)。最初の動きと
しては，世界通貨基金と世界銀行が両国際中央金融

機関（IFIs）による国際金融システムを二国間援助の
ドナーの支援によって維持し，IFIs によるプログラ
ムが実施されるようになる（Bird, 1997, 2000, 2001）。
1996 年 5 月の経済協力開発機構・開発援助委員会

（OECD/DAC）の上級会合において，開発パートナ
ーシップの構築を重視し，援助協調の強化を訴える

「21 世紀に向けて－開発協力を通じた貢献」（通称
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「DAC 新開発戦略」）が提唱された（OECD, 1996）。
1998 年に世界銀行が開発計画のプロセスを促進し，

包括的開発のフレームワーク（CDFs）を具体化して，
CDFs のプログラムにドナーを参加者と資金提供者
として参加させた。 

2005 年には援助の質の改善を目指し，援助が最大

限に効果を上げるために必要な措置について，援助

国と被援助国双方の取組事項を取りまとめたパリ宣

言が第 2 回援助効果向上に関するハイレベル・フォ

ーラムで採択され，受益国のオーナーシップによる

決定し，制度と政策にドナーが協調することを重視

してトップダウン型ドナーの調和化が５原則に盛り

込まれた。パリ宣言で援助効果の向上の原則を図示

したものが Fig.1である(OECD, 2003, 2005)。 
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Fig.1 The aid effectiveness pyramid from OECD 
 

 

2.2 防災教育の特殊性：特定機関のみによる

協調主導の困難性 

現在，緊急災害時には国際社会を中心にクラスタ

ー制度が取られている。これは，国連システムのみ

ならず，赤十字組織や NGO も含むグローバル・レベ

ルでの人道対応レビュー (Humanitarian Response 
Review: HRR, 2005)により，2005 年 12 月にクラスタ
ー制度を導入することを合意した。中満(2008)よれ

ば，クラスター制度とは人道支援活動における 11 の

クラスターと呼ばれる支援領域（農業，キャンプコ

ーディネーションと管理，早期復興，教育，緊急シ

ェルター，緊急時の通信，保健，ロジスティック，

栄養，避難民の保護，給水と下水と衛生）に関して,

あらかじめグローバルなレベルで主導機関（リー

ド・エージェンシー）を任命しておく。そして，実

際に危機が起こった場合にオーバーラップやギャッ

プを防ぐと同時に，説明責任も強化することを目的

とする制度であるとしている。クラスター制度は

2004 年のインド洋沖津波後では用いられず，2006 年

の中部ジャワ地震以降に用いられている。 

自然災害の発生時の緊急人道支援のクラスター制

度で，防災教育を教育のクラスターに属すると捉え

ると主導機関は国連児童基金（UNICEF）にあたる可

能性がある。しかしながら，津波の被災地であるア

チェでは防災教育については，筆者のヒアリングで

打ち合わせに出席した国連開発計画（UNDP）がコー
ディネーションミーティングの発生の流れの中でミ

ーティングが継続的にもたれる中で派生し，2007 年

5 月以降にコーディネーションを担当した。国連組

織における防災の基本戦略である国連国際防災戦略

（UN/ISDR）は，国連人道問題調整事務所(UNOCHA)
トップの管轄下に置かれているので，UNOCHAが主
導機関を担当することも考えられる。また，インド

洋沖津波の復興会議において，津波警戒警報システ

ムの構築は，国連教育科学文化機関（UNESCO）が
担当することになった。防災教育は国連内部におい

ても関わる機関も多く，担当の主導機関がはっきり

せず，曖昧な位置づけにある上に，複数の領域にま

たがるため，援助協調の主導機関は１機関にゆだね

ることが困難である。そのために，防災教育は，互

いの協力が求められ，柔軟な対応が必要である。 
 

2.3 援助協調の変遷と現状 
本研究において援助協調を防災教育に適用するに

あたり，2.1 で述べたパリ宣言で援助効果の向上の

原則を示した Fig.1 の援助効果ピラミッドと比較し
て考える。まず,災害のマネジメントからみた防災教

育の援助協調に関していえば，従来から途上国が抱

えている開発問題と異なり，３つの取り組み方が考

えられる。 

１つ目は，津波のようなめったに起こらないが，起

こると大変な被害が起こる災害（低頻度・甚大被害

災害)はインド洋沖津波の被災地のアチェの事例の
ように被災の教訓が子孫に伝達されていないケース

が多い。また，被災国政府も対応する制度や政策が

もともとないうえ，災害によりガバナンスが弱体化

している。専門家のほうが色々な地域やケースの体

験と知識を持っている。そのため，支援により受益

国政府に優先順位をつけるのを手助けし，制度や政

策を強化・新設する必要がある。これを示したのが

Fig.2の「防災教育に適合する双方型援助効果ピラミ
ッド」の上部三角の二段目の項目である。 
２つ目は，比較的頻発する災害（たとえば東南ア

ジアの雨期に常襲する洪水）では，住民や受益国政

府のほうが専門家以上に地域に根付いた災害対処の

方法を知っていることもあるため，従来通りに受益

国が優先順位を決定することも可能である。しかし，

専門家のほうが色々な地域やケースの体験と知識を

持っているため，総じてそのパターンや相対的特性

が把握しやすい立場と，それを有効に活かせる専門

性を備えていると考えられる。そのため，防災の専 
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Table 1 Advantages and disadvantages of three modes of delivering disaster education (Source: Sugimoto et al., 2009) 

 (1) Single Provider (2) Adjustment 
(Compartmentalization) 

(3) Coordination of Activities 
(Creation for Values by Co-programs) 

 
 
 
 
 
 
 
Advantages 

• It is efficient for a single 
provider to manage time 
and administration.  

• It provides an independent 
service.  

• Able to exchange 
information among 
participants for 
coordination.  

• It is more efficient for a 
single provider to 
manage time and 
administration than for 
a group of co-providers. 

• It has a possibility to 
unify service contents 
and to provide service 
without overlapping.  

• Able to exchange information among participants 
for coordination.  

• Able to benefit from the economy of scale and 
scope.  

• Provide unified services to avoid confusion among 
beneficiaries.  

• Political power for negotiation is usually stronger. 
• Each provider offers its strengths, not requiring 

uniform funding.  
• Each provider has opportunity to learn techniques 

and gain knowledge.  
• Not only donors can easily find a suitable project or 

provider from a group, but also providers have 
more opportunity to receive funding.  

• A single provider can report its activities to its 
political mission or through the media. 

• It makes management of co-projects easier.  
 
 
 
 
 
 
Disadvantages 

• It is too small to work on 
the economy of scale and 
scope.  

• Overlapped service is 
often provided at the same 
location.  

• Beneficiaries are confused 
by different educational 
contents from many 
providers in the field with 
overlapped service.  

• A single provider’s 
political position is 
usually weaker than a 
united group of providers 
for negotiations.  

• It is too small to work 
on economy of scale 
and scope.  

• Beneficiaries are 
confused by different 
educational contents 
from many providers in 
the field with 
overlapped service.  

• Meetings for 
coordination and 
adjustment take time.  

• It takes more time to coordinate and administrate.  
• Minority opinions to be less taken if 

decision-making is only majority voting.  

 
治的使命を個々に果たすことにもつながり，

これが提供団体の動機付けを促進する効果

がある。 
⑤ 活動資金を提供するドナーが，協調による共
同的枠組みの中でファンド先を探しやすく，

ファンドを受けた側も共同的枠組みの中か

ら協力者を募り，協同でプロジェクトが行い

やすい。 
⑥ 共同的枠組みの中の他の協働者の知識や技
術を互いに学ぶ機会が得やすい。 

以上のように，防災教育の協調には，防災教育の

持つ特質や協調のメリットや協調の追い風になる要

素が多数ある。それにも関わらず，現実的には異な

る組織や団体が一足飛びに援助協調を行うことは難

しいのもまた事実である。それではこのような実践

適用上の困難を乗り越える鍵は何であろうか。本研

究ではその鍵は，関与する複数の提供団体やその他

の組織に属し，場合によってはその機能を代表する，

個性と独自の能力を持った個々のキーパーソンの役

割とその連携のノウハウにあると考える。たとえば，

提供団体やその他の組織の壁を越え，人と人とが結

び付くことから新たな価値が生まれる。人と人とを

つなげる組織の力をもつために，機会や場がなけれ

ばシームレスで広範囲で組み合わせによって，より

効果的な防災教育の普及という成果は成り立たない。

従って，協調をもたらす人的ネットワークと個人と 
組織の構成を人の役割によって示す必要がある。「役

割ネットワークモデル」は，これらの機能を示すこ

とができる。次に，協調に至るまでにどのような動

きがあり，ネットワークが働いたか，具体的にイン

ドネシアの実例を検証する。 
 

2.5 役割ネットワークでのモデル化の前提と

仮説 
本研究では，協調のモデル化にあたって，前提と

して防災教育に限定し，以下のような仮説を置く。 
① 平常期に設置され，「定常的活動を続ける参入
と退出が自由な協同的枠組み」(「条件付予備

的協調体制」)があり，それが下記の様な意味

で災害後も維持され，さらに学習して進化す

る可能性がある。 

② 災害直後の競合的かつ緊急対処的対応が中心
の(防災教育の導入のタイミングとしてはむ

しろ不適切なとき)を経て，回復期にさしかか

ったとき(脱緊急救援・準回復期)に，小額・
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小規模であってもじっくりとした取組みへの

支援が必要かつ可能になる。 

③ コミュニティや児童の意向と裨益を優先する

援助機関が，条件付予備的協調体制を基盤に

して，相互に協力しあって一元的に目的を共

有し，具体的な政策とプログラムをとりまと

め，受益国に交渉して防災教育のプログラム

の実行する体制が整う。これを事後的で「短

期的な援助協調」が行われたという。 
④ それが再度，平常期(定例的会合とルーチン的

活動の時期)に移っても維持され，条件付予備

的協調体制をより拡大し，安定化する形で持

続しうるときは，「長期的な援助協調」が成立

したときとみなす。 

なお本研究では，インドネシアの実例をもとに，

あくまで③の「短期的な援助協調」が可能であるこ

との傍証を得ることを主眼とする。 
 

2.6 役割ネットワークモデル化の概要 
 ここでは防災教育活動の連携においてキー・プレ

イヤーの定義とそれにする該当機関や個人を示した

上で，防災教育の援助協調過程のプロセスをモデル

化する。岡田の智頭町(岡田, 1997)と氷温研(Okada, 

1993)のケースを参考に代表的なプレイヤーとして 
は起案者，指揮官，同志，評価者，技術支援者，ド

ナー，宣伝者，利用者，防災教育提供団体，模倣者，

ネットワーカーが考えられる。起案者，指揮官，同

志は主体的に活動を動かしていく役割を担う。それ

以外のものたちは，それぞれの思惑から活動に意義

を見出し，参加していく。協調を行うには，どちら

も重要な意味をもつ。Table 2はキー・プレイヤーそ
れぞれの役割について説明したものである。 
次に，2004年インド洋沖津波被災後から約 3年間
のインドネシアの防災教育の国際援助協力の連携ま

でのプロセスを取り上げる。代表的と考えられる緊

急災害援助活動と防災教育活動を選んで分析する。

（ⅰ）防災教育コンソーシアムのケース，（ⅱ）マ

ルチドナートラストファンド・アチェ・ニアスのケ

ースの２ケースを対象に上記のモデルを適用し，各

ケースに関わった人々の果たした役割とその結びつ

きの広がり（ネットワーキングの仕方）を調べる。

各ケースが進むにつれて，どのようにそのネットワ

ークが形成され，特徴を有するかについて分析する。 
 

2.7  防災教育コンソーシアムの形成の流れ 
本研究の対象である防災教育コンソーシアム形成

 
Table. 2  List of key players in Role- playing network model  

 

キー・プレイヤー 本件での主たる役割（岡田 1993 と 1997 を参考に第一筆者作成） 

起案者 

(Initiator 以下 I) 

これまでの災害の教訓をインドネシア全土に防災活動を普及するために，関係者の連携し

ていくアイデアを出し，起案する人やグループ 

指揮官 

（Director 以下 D） 

防災活動を運営し,そのための個々に動いている現在の活動を連携するために機会を設

け，人的組織化していくことを統括する人やグループ 

同志 

（Comrades 以下 C） 

同志は防災教育における協調活動というゴールを共有する，もしくは，この取り組みにお

ける起案者を助ける個人やグループ 

評価者 

（Appreciator 以下 A） 

協調のアイデアの社会的評価を認め，その実現を専門性や権威(地元政府やドナー)を持っ

て奨励する人やグループ 

技術支援者（Technical 

Supporters 以下 T） 

防災知識の普及の協調の実現に不可欠な技術や知識を提供する人やグループ 

ドナー 

(Aid Donors 以下 AD) 

資金提供の可能性のある人やグループで，企業の担当者も含む  

宣伝者 

（Circulator 以下 CI) 

本活動の意義を理解する活動の内外の人やグループ。または，資金提供した事業の広報の

ため，事業成果を社会に情報を流して存在や価値を伝える人やグループ 

利用者 

（Beneficiary 以下 B) 

防災教育の普及と協調という事業成果を必要とし，利用する人。当初は学校の先生，生徒,

コミュニティであり，NGO, ドナー関係者も含むが，将来的にインドネシア政府や自治体 

模倣者 (Imitator to other 

coordination 以下 IC) 

本活動の意義を認め，公衆衛生や平和教育など他のセクターの活動における協調を促進

し，防災教育以外の新たなコンソーシアムなどを立ち上げて活動を始める個人やグループ

参加者 

(Participants 以下 P) 

追随的に活動に参加する人やグループ  

ネットワーク・ワーカー 

(Network worker 以下 N) 

連絡，ネットワーク形成 をする人やグループ 
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の流れを追ったものが Table. 3 である。これらの活
動は，国連主導で当初おこなわれていたものではな

く，2006年の国際防災の日に小学校の防災教育活動
のために NPO や NGO，赤十字が活動計画を作って
いた。その活動に国連とジャカルタの地方政府が一

緒に行うための会議が行われ，共同参加して行事と

して成功した。その結果，この活動を継続的にほか

の小学校を対象に広げていく動きが生まれた。この

間 4回のミーティングにはインドネシア政府，国連，
国内外の NGOから 21団体 45名が参加している（8
名は外国人。12 人が国内の団体から参加）。その結
果，継続的に活動が持たれることになった。このこ

とは 2006年 9月 25日の第一回目の議事録の名称は，
「国連テクニカルワーキンググループと MPBI（NPO
の名称）のコーディネーションミーティング」とな

っていることからも窺える。関連文書等 (United 
Nations Indonesia 3W database )をたどると，防災教育
コンソーシアム（以下コンソーシアム）という名前

が確定したのは，2007 年１月 27 日の議事録の名称
に使われるようになったときからであることが確認

できる。 
 
Table 3 Flow toward formulation of the consortium 

 
Date Activity Funded by 

Before Sep 
2006 

NGOs prepared International 
Disaster Reduction Day (IDRD) 
2006 

- 

26 &26Sep Coordination meetings with 
NGOs, UN and DEPSOS 

- 

9 Oct. 
2006 

Training of facilitators for the 
school road show 

 
- 

10 Oct. 
2006 

Final preparation for the school 
road show 

 
- 

11,Oct  
2006 

a. National Workshop for 
Policy  Makers and 
Teachers on Integration of 
Disaster Risk Management 
into School Curriculum 

b. National Workshop on 
Disaster Risk Reduction 
Information Management 
System 

An NPO, 
An NGO, 
UN 
 
 
UN 

12, 13, and 
14, Oct. 
2006 

School road show in 23 schools An NGO, 
UN 

18 Oct. 
2006 

Meeting about continual 
activities 

- 

Source from United Nations Indonesia 3W database 
 
 
Fig. 3は，防災の NPOが他の団体を防災教育活動
に巻き込んでいく様子を役割ネットワークで具体的

にあらわしたものである。Fig. 3の３回の UNOCHA
が報告している議事録に掲載されている 45 名の出
席者にアンケート調査と聞き取り調査を行った。 
第一段階の左端の 9月 24日以前については，2006
年 10 月の国際防災の日に合わせて防災イベント

起案2006年9月24日以前
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P

P
地方

C

P

P

AD,A
CI

IC

ドナー

赤十字・赤新月社

NGO

現地政府・大学関係
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Fig. 3 Modeling of network by role-playing network 

model in the consortium 
 
 
を NGO で行うために協議していた複数の団体を示
す。この活動を起案し，NGOを連携するネットワー
ク・ワーカーになったのは国連開発計画（UNDP）か
ら資金援助を受けて動いていた NPOである。その本
人以外に，筆者が国連関係者に聞き取りやアンケー

トした結果からも，この NPOが「ネットワーク・ワ
ーカー」としての役割を果たしていたと認識されて

いたことが解る。なお以下，各役割のキー・プレイ

ヤーを特定するに当たっては，筆者自身が現場で参

与観察して得た体験や情報も活用している。また筆

者は，最終的に提案書が出てきたときには世界銀行

の外部コンサルタントとして提案書を評価する立場

にあった。この NPOのネットワーク・ワーカーによ
ると当該の NPOの活動資金を提供し，また今回のコ
ンソーシアムの活動費を拠出した機関が UNDPと分
かり，これを「ドナー（AD）」として記す。議事録
に掲載されているそれ以外の複数の国際・国内の

NGOを「同志」と解釈するが，モデル化の表記には
複数の同志を１つのノードで表す。また，この 1 つ
だけの同志のノードを通して活動を知って加わった

別の団体の者も同志とする。 
第二段階として，この NPO を中心とした NGOの
連合とは別に，インドネシア福祉省と国連の各機関

も国際防災の日に合わせた取り組みが行われた。そ

の計画の協議の場が形成されていたことを示すもの

が Fig.3 の 9月 25日の一番大きな楕円である。これ
らの協議によって，国連の OCHAがコーディネーシ
ョンの指揮とネットワーク化が進んだようである。

さらに議事録やイベント情報の提供（役割：「指揮官」

と「ネットワーク・ワーカー」，情報を外部に流し続

ける役割をした「宣伝者」の役割も併せて担う）事

態が展開した。この間，UNICEFと UNESCO が教材
を出し（「技術支援者」），UNDPが資金を提供（ドナ
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ー）する分担が決まったと NGOの参加者の回答があ
ったことが分かっている。これは，議事録にある「資

金分担の取り決め」とも整合している。さらに詳細

に，議事録を確認すると，事業別の必要資金を NPO，
NGO，福祉省が提供し（それぞれに資金提供者の役
割を追加），その不足分を UNDPが補完していること
が記載されている。「指揮官」に相当する役割の者に

関しては，複数の NGOから国連の同一人物の名前が
挙がった。OCHAが月に 1度開催する「国連・NGO・
ドナーコーディネーション会議」の場でもこの行事

のことが OCHAによって紹介されたことを，実際に
出席していた筆者もその現場で聞いている。このた

め，ネットワーク・ワーカーと宣伝者の役割を担う

ことも明らかである。この月例会議の紹介によって，

この活動を知った NGO が国際防災の日の活動に参
加した団体の中で，アンケートや議事録を通して特

に顕著な動きがないものを追随者として「参加者」

（P）と解釈する。第一段階のネットワーク・ワーカ
ーは NPO が継続して，他の地域の NGO と連絡する
などの役割も見受けられる。今回の報告書にも地方

の５団体が掲載されていたため，継続して第二段階

においても当の NPOをネットワーク・ワーカーとす
る。また，アンケートから，ある NGOが従来から首
都の洪水対策のために防災教育を行っていた地域の

小学校に紹介して防災の日の活動に参加する動きも

見られた。このような小学校を「利用者（B）」とす
る。 
第三段階では，これらの活動の趣旨に賛同して，

防災教育活動を継続した団体をいちばん右に挙げた。

国連職員は，国連関係者と，赤十字・赤新月社の関

係者は赤十字社と，それぞれ双方向のネットワーク

を発揮する一方で，国連から NGO に，NPO から国
連へと所属に関係のない団体を巻き込んでいく様子

も図から解かる。これ以外の例を見ても同じことが

起こっている。また，各国政府としては，ドイツ政

府と EUが資金援助をおこなったが（「評価者」と「ド
ナー」），各国政府はコンソーシアム自体の活動には

加わっていないとの回答を参加者に対して行ったア

ンケートから得ている。 
これらの防災教育コンソーシアム以外の協調団体

が派生し活動に参加する団体を「模倣者」と解釈す

る。具体的には，2008年首都のジャカルタ洪水対策
などの新たに世界銀行などが資金提供とした活動事

業や他の地域に起きた協調の動きが模倣者に当ては

まる。 
以上のように役割ネットワークのモデルを参照に

しながら，参加者の役割と関係の動きを追い，災害

発生後の防災活動に至るプロジェクト結成からその

後の活動のネットワークのつながりについてまでの

プロセスについて聞き取った情報を総合すると，次

のようなことが明らかになった。 
参加者それぞれの関係は，所属する組織に関係せ

ず，対等で（ただし，同じ団体の所属する上司・部

下の直接的関係を除く），独自に自己裁量で意思決定

ができ，コンソーシアムの事業毎の参入退出の自由

がある。具体的な例として，インドネシア政府の福

祉省からの提案事業がコンソーシアムの参加者から

多数決で否決されたため，2006年 11月に福祉省から
の参加者はコンソーシアムの活動から脱退した。し

かし，福祉省はいつでも活動に戻ることができる。

このように組織の力関係が認められにくく，命令に

よって活動は動かされていない。情報はメイルリス

トに登録されたコンソーシアムの参加者や興味のあ

る個人や研究者など誰にでも一様に流され，メイル

リストを管理する者がコンソーシアムに不利益がな

いとみなした場合は誰でも情報を流すことが出来る。

ただし情報の管理者には，事業毎や一定期間を過ぎ

れば，その都度の資金提供者が変わるといった弱み

もある。コンソーシアムの結成に関わる国際防災の

日は UNDPが主な資金提供者であったが，別の防災
活動では世界銀行であった。マルチ・ドナー以外で

は，ヨーロッパの ECHOやドイツの GTZなどが活動
資金提供したが，具体的な活動には参加していない。

2009 年になって民間の銀行も資金援助をするなど，
支援者に変化がみられる。また，聞き取り・アンケ

ートから，ネットワーク・ワーカーとして名前が挙

がったのはインドネシア人のみで，ローカルナレッ

ジを持った者の役どころが重視されていることが窺

える。このように本コンソーシアムというネットワ

ークは，個人的関心事や独自の役割意識に支えられ

た個々人が，独立性や裁量性を持って意思決定がで

き，状況に応じて有機的なコミュニケーションを図

ることができる特性を持っている。この意味で当該

ネットワークは「水平的」であるということにする。 
以上の議論から，コンソーシアムを構成する各中

核的機関は，個性ある個人が機関の代表として代理

を務め，相互にコミュニケーションを取り合いなが

ら，個人的な特性とインフォーマル性の強いネット

ワークを形成していると考えられる。このため巨大

ドナーからの参加者と小さな NGO から参加者の互
いの関係は，水平関係で個々の独自性・独立性を活

かした形で，結びつきを形成している。 
しかしながらその一方で，その各個人が所属する

中核的機関の垂直(職務権限等についての縦の命令
指令系統によって特徴付けられるよう)な組織が相
互に連携するというネットワーク（例えば，国連の

各機関，赤十字・赤新月社連盟，JICA や旧 JBIC や
JICSから成る日本政府関係の援助機関等）を有して
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いる。そのため，各代表者はその所属する機関から

付与された権能や名義的役割を代表するという垂直

的特性も備えている。 
従ってコンソーシアムを形成するネットワークは，

水平性と垂直性という二重性を持っていると判断さ

れる。そこでこの二重性を指して，「準水平的」であ

るということにする。つまり「準水平的な」社会的

ネットワークとは，基本的には水平であるが，この

ような潜在的垂直性を背後に有したネットワーカー

としてのネットワーク集合体という特徴がある。こ

のようなネットワークは，インフォーマル（個人的）

ネットワークとしての性格を基調にしながら，フォ

ーマル（公式的・機関機能的）ネットワークとして

の性格も緩やかに併せ持った柔軟性と多義性を備え

たところが重要である。このようなコンソーシアム

のネットワークの仕組みを，機関に対応付けてモデ

ル化したものが Fig.4である。 
 

コンソーシアムを機関に対応付けてモデル化

JICA

2007年３月時点於ジャカルタ
第一筆者作成

UNOC
HA

PMI

UNDP

その他
の国

日本
大使館

旧JBIC

世銀

大学
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DEPECHO

ECHO

EU加盟
国政府

JICS

国際赤
十字連
盟

LIPI

G o I
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UNIC
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UNFP
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国政府
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の国
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ネットワーク

左記の色の囲みはコンソーシアムにおけるプロジェクト毎に
参入と退出の自由による変化メンバーの変化を示す

Fig. 4 Framework of attributive pre-corporation  
 
 

３．条件付予備的協調体制としてみた防災教育

コンソーシアム 
 
先に想定した「定常的活動を続ける参入と退出が

自由な協同的枠組み」を条件付予備的協調体制と呼

んだ上で，上述の「コンソーシアム」と呼ばれる組

織の災害前の体制の性格を基本的に表していると解

釈できることに議論を進める。 

まず，このような援助協調が実現したとすれば，

それが可能になった事前のネットワーク基盤として，

上述してきたコンソーシアムは災害前から形成され

ており，それに基づいて準水平的なネットワークが

活性化していたと，事後的な分析・評価を行うこと

ができる。したがって，本コンソーシアムは，災害

後に援助協調が成立するための条件付予備的協調体

制であったとみなすことは妥当であろう。それは，

そのような協調体制が初めから意図されて形成され，

先見的にマネジメントされてきたとは言いがたいか

らである。この意味で，あくまで事後的に意味づけ

られた「コンソーシアムの災害の事前の体制」であ

るため，「条件付」である。そこでこれを「条件付予

備的協調体制」と呼ぶことにしたい。 

このように考えると，Fig.3は条件付予備的協調体
制ができた後，これを基盤としてプロジェクトを実

行するときのネットワークを示したものだといえる。

誰でも参入と退出が自由なため，条件付予備的協調

体制は目的や参加者に応じて組織は拡大縮小する柔

軟性のある組織であることを，複数の薄い色の楕円

は示している。そして，縦長の黒縁白抜きの楕円は，

中核的機関のもつ潜在的垂直性を示す。 

このような条件付予備的協調体制ができていれば，

協調が次第に強化し，Table 1であげた防災教育の協
調の長所が生かされ，コンソーシアムの機能が変わ

っていく。防災教育コンソーシアムが出来上がるま

では，互いに話す機会すらなく防災教育を単主体で

行っていたが，次第にコーディネーションを行う機

会や場をもち，適切なタイミングにはそれが一緒に

共同でプロジェクトを行うことにつながったと解釈

できる。 
興味深いことにコンソーシアムが形成されて以降

は，災害のための緊急援助が一段落した後からは，

本コンソーシアムを構成する機関とそれに所属する

各個人はそれ以前の活動で築いた準水平的ネットワ

ークの基盤を活かしながら，ジャカルタ（洪水とマ

ルチハザード対策），ジョグジャカルタ（地震と洪水

対策），アチェ（津波と地震対策），その他の被災地

やその近傍の地域に防災教育プログラムという援助

を共同で連携し合いながら導入していこうとする動

きが起こったことが確認できる。 
その場合，緊急支援を過ぎており，利用できる援

助資金は限定されてきているが，その範囲で防災教

育の援助は実効性を持ちうると判断される。重要な

ことは，このような防災教育が，2.3で論じた意味で
の援助協調が実現したとみなされる状況証拠を備え

ていると推察される点である。 
  

 

４．防災教育の最適投入時期 
 
上記の議論から，防災教育の最適投入時期に関し

て検討しておきたい。被災後の防災教育に重点を置

き，回復期に入った復興支援のときに当初の緊急援

助の余剰金を当てることが現実的である。災害援助

は緊急時に立てた計画の通りに行かないのは当然で

ある。緊急援助の情報，資金，限られた時間的ゆと
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りなどの困難な制約を状況依存的に解決する手段と

しても，防災教育を協調して行うことは理にかなっ

ている。被災地のアチェで果たした水平的ネットワ

ークの事例に言及する。 
 2007年 5月のアチェの復興期にジャカルタからコ
ンソーシアム兼マルチ・ドナー・トラストファンド

のメンバーと被災地の大学教員，UNDP など防災の
ステークホルダーミーティングがきっかけとなり，

アチェでは UNDPが主催者になり防災教育の定例会
議が持たれることになった。それまで，アチェでは

教育，住宅や保健などの部門別会議が行われていた

が，防災に関するものはなかった。最初のミーティ

ングから 2 か月後には，防災部門会議のメンバーの
一部が共同でプロジェクトを提案し，世界銀行を中

心としたマルチ・ドナー・トラストファンド・アチ

ェ・ニアス（MDF）によるプロジェクトが採択され，
アチェ防災プロジェクト (Disaster Risk Reduction 
Project for Aceh (DRR-A))が 2008年から 5年で約 10
億円のプロジェクトが開始した。これを示したもの

が Fig. 5である。このアチェの DRR-Aプロジェクト
の事例を用いて，役割ネットワークモデルによりモ

デル分析した要点を図示したものである。これより，

平常期にジャカルタでこのような「『準水平的な』社

会的ネットワーク」が形成・維持されていることが，

災害後の準回復期になって，短期的協調を可能にす

る基盤を提供することにつながったと推測される。

よって被災地で，災害後に条件付予備的協調体制が

でき，ネットワークが形成されていた。災害が発生

して暫くして，回復段階に近づいたとき，MDFの余
剰金を知る各援助機関からの参加者が水平的ネット 
ワークによって防災教育の援助協調プロジェクトが

成立したと考えられる。 
なおこれとは対照的に，これまでの援助協調は，

本来競合関係にもありうる中核的機関の間の協力関

係が，特に災害の直後の時点で短期かつ一気に成立 
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Fig. 5  Modeling a project formulation process in Aceh 
 

することを理念として要請している点にあったと考

える。アチェの事例のように，このような条件付予

備的協調体制があり，準水平的な社会的ネットワー

クが形成・維持されていれば，被災地に多くのステ

ークホルダーが参加する防災教育活動を形成し，持

続的な新しい協調の可能性が生まれることが示唆さ

れる。 
このため，条件付予備的協調体制を生み出す準回

復期まで復興援助活動が続くことが必要である。現

在の緊急援助活動は医療活動と救援物資の配布をし

て支援活動が終わるケースが多い。もし条件付予備

的協調体制が災害前に形成されており，準回復期ま

で復興支援活動が続けられる状況にあれば，その時

点で防災教育活動を開始し共同のプロジェクトが生

まれるようなネットワークの再構築が可能になる。

このようにして事後に再形成されたネットワークは，

「事後的な（形成された）協調体制」と呼ぶことが

できよう。もちろん，限界もある。そのような防災

教育が本当に当該地域に生かされ，根付くためには，

そこで終わってはいけない。その意味では防災教育

を協調して地域に棚卸ししていくための入り口が整

ったに過ぎないであろう。はじめは外国人やジャカ

ルタからの被災地外部の人間が主体で行われても，

地元の人々を主体に事後的協調体制の運営とノウハ

ウが順次移管されることが望ましい。この状態が生

まれるまで活動資金が一定程度援助で賄われること

も必要である。 
 

５．むすび 
 
本研究では，防災は人々の暮らしと安全を守る知

識と専門性が求められるため，従来の援助協調の受

益国が優先順位の決定のプロセスを共有し，受益国

の制度を強化しまたは新設するトップダウンと，コ

ミュニティの防災力を高めるボトムアップの双方向

型援助効果ピラミッドの支援が必要であること明ら

かにした。 
また，防災教育は国際支援の中では複数の領域に

またがるため，１つの機関の主導で協調を行うこと

が困難であることを示し，防災教育の支援には複数

の関係機関の協力と柔軟な対応が必要なことを示し

た。 
さらに，援助協調役割ネットワークモデルを用い，

2004年インド洋沖津波被災後から約 3年間のインド
ネシアの防災教育の国際協力の連携化の推移が，協

調過程としてモデル化でき，援助協調が形成された

と解釈できることを明らかにした。またそれが可能

になった背景に，災害の前の平常時にコンソーシア

が形成されていたことが基盤になったと推察される
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ことを指摘した。これは必ずしも先見的にそのよう

な見込みをもって形成されたとは判断しにくい。む

しろ事後的に見て，平常時に形成されたコンソーシ

アムが協調体制として有効に機能したと解釈される

のである。この意味で，それは条件付予備的協調体

制であったというべきである。 
本研究では役割ネットワークモデルを用いるとと

もに，筆者の参与観察と現地での体験，当事者への

聞き取りやアンケートなどを通じて，援助協調が可

能になるためには，関与する複数の提供団体やその

他の組織に属し，場合によってはその機能を代表す

る，個性と独自の能力を持った個々のキーパーソン

の役割とその連携のノウハウにあることを指摘し，

それを明らかにするためのモデル分析を行うアプロ

ーチが有用であることも示した。その結果，以下の

ような知見を得た。 
① 条件付予備的協調体制には，職権と職能が絡
んだフォーマルなネットワークと個人のパ

ーソナルなネットワークという二重性があ

る。 
② パーソナルなネットワークである「準水平的
な」社会的ネットワークは，基本的には水平

であるが，このような潜在的垂直性を背後に

有したネットワーク・ワーカーとしてのネッ

トワーク集合体という特徴がある。 
③ このようなネットワークは，インフォーマル
(個人的)ネットワークとしての性格を基調

にしながら，フォーマル(公式的)ネットワー

クとしての性格も緩やかに併せ持った柔軟

性と多義性を備えたところが重要である。す

なわち，巨大ドナーからの参加者と小さな

NGO から参加者の互いの関係は，この予備的

協調の中の活動では水平関係で個としての

結びつきを形成している。 

また，防災教育コンソーシアムの長期的マクロ分

析においても，ソーシャル・ネットワークの重要性

を指摘している（Sugimoto et al., 2009）。 
今後の課題として，インドネシアにおける防災教

育における協調のこれらのネットワークの働きが今

後どのように進展するか見守り，それを長期的に災

害マネジメントサイクルの時間軸上で検証し，緊急

対応時における協調へ発展するか検証し，来たるべ

き災害に備えるための対策を進めていくことが必要

である。 
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Synopsis 
     The research addresses to model and analyze aid coordination process for post-disaster education 
in Indonesia after the mess 2004 Indian Ocean Tsunami. It is shown that stakeholders have the 
following two types of networks in the consortium for post-disaster education by use of roll-playing 
network model developed by Okada; one is a network of vertical-related organizations, and the other a 
horizontal social network. The result is that such social networks and consortium of consultations are 
helpful to build the trust relationship among participants, enable them to mutually collaborate and 
finally create a new aid coordination form to promote post-disaster education. 
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